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計 算 書 類 

( 2024年 1月 1日から 
2024年12月31日まで ) 

 
1. 貸借対照表（2024年12月31日現在） 

(単位：千円) 
 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 

(資 産 の 部) 

流  動  資  産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

仕 掛 品 

関係会社短期貸付金 

前 払 費 用 

立 替 金 

未 収 入 金 

未 収 還 付 法 人 税 等 

未 収 消 費 税 等 

貸 倒 引 当 金 

固  定  資  産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

工 具 器 具 備 品 

一 括 償 却 資 産 

減 価 償 却 累 計 額 

無 形 固 定 資 産 

商 標 権 

投資その他の資産 

関 係 会 社 株 式 

投 資 有 価 証 券 

関係会社長期貸付金 

差 入 保 証 金 

長 期 立 替 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
 

117,089 

105,453 

3,841 

23 

46,500 

3,280 

571 

416 

3,069 

434 

△ 46,500 

578,744 

4,804 

17,604 

5,052 

108 

△ 17,960 

45 

45 

573,894 

545,723 

8,430 

272,722 

18,594 

159,567 

2,600 

△ 433,743 

  
(負 債 の 部) 

流  動  負  債 

未 払 金 

未 払 費 用 

前 受 金 

預 り 金 

未 払 法 人 税 等 

固  定  負  債 

資 産 除 去 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

組織再編による株式の特別勘定 

解 約 引 当 金 

  
 

6,541 

4,186 

335 

264 

546 

1,210 

346,763 

9,250 

3,024 

128,894 

205,595 

負  債  合  計 353,305 
 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 

 

 

 

 

 
 

338,894 

100,000 

238,894 

238,894 

238,894 

  3,634 

3,634 

  

 

 

純 資 産 合 計 342,528 

資  産  合  計 695,834 負債及び純資産合計 695,834 
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2. 損益計算書（2024年1月1日から2024年12月31日まで） 
(単位：千円) 

 
科      目 金      額 

売 上 高  44,974 

売 上 原 価  15,781 

売 上 総 利 益   29,192 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  112,755 

営 業 損 失  △ 83,563 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 5,666  

受 取 配 当 金 34,109  

そ の 他 1,237 41,013 

営  業  外  費  用   

為 替 差 損 4,000  

貸 倒 引 当 金 繰 入 12,859 16,860 

経  常  損  失  △ 59,410 

特 別 損 失   

 

 

47,483 

  関 係 会 社 株 式 評 価 損 42,649 

  子 会 社 株 式 評 価 損 

  そ の 他 

4,832 

0 

税 引 前 当 期 純 損 失  △ 106,893 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  1,210 

当 期 純 損 失  △ 108,103 
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3. 株主資本等変動計算書（2024年1月1日から2024年12月31日まで） 
(単位：千円) 

 

 

株   主   資   本 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計
資 本 金 

利 益 剰 余 金 

株主資本合計 
その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計 

そ の 他 
利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計 繰 越 
利益剰余金 

当 期 首 残 高 100,000 346,997 346,997 446,997 4,474 4,474 451,471 

当 期 変 動 額        

当期純損失（△）  △108,103  △108,103 △108,103   △108,103 

株 主 資 本 以 外 

の 項 目 の 当 期 

変 動 額 （ 純 額 ） 
    △840 △840 △840 

当期変動額合計  △108,103 △108,103 △108,103 △840 △840 △108,943 

当 期 末 残 高 100,000 238,894 238,894 338,894 3,634  3,634 342,528 
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4.  個別注記表 

 
1. 重要な会計方針 
 
(1) 有価証券の評価基準および評価方法 
 
 関係会社株式 ･･･ 移動平均法による原価法 
 その他有価証券（市場価格のない株式等以外のもの）･･･ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

その他有価証券（市場価格のない株式等）･･･ 移動平均法による原価法 
  
(2) 固定資産の減価償却方法 
 

有形固定資産 ････ 
 
 

定額法 
建物は5～8年、工具器具備品は5～8年で償却しております。 
また、一括償却資産については、3年間の均等償却を実施していま
す。 

無形固定資産 ････ 定額法 
商標権は10年で償却しております。 

  
 
(3) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算の基準 
 

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益としております。 
 

 
(4) 引当金の計上基準 

貸倒引当金 ････ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。 

解約引当金 ････ 契約の解約に伴い発生する損失に備え、支払の可能性のある金額
を見積計上しております。 

 
(5) 収益および費用の計上基準 

受託調査・研究に係る収益については、顧客との業務委託等の契約に基づいた調査研究活
動を報告する履行義務を負っており、報告書の検収時点で収益を認識しております。 
その他のコンサル業務については、主に顧客からの発注書に基づくサービスを提供する履
行義務を負っており、役務提供時点で収益を認識しております。 
 

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項 
 

資産に係る控除対象外消費税は、発生事業年度の費用として処理しております。 
 

 
2. 会計上の見積りに関する注記 
(1) 関係会社への投資及び債権の評価 

① 当事業年度に係る計算書類に計上した金額 
関係会社株式      545,723千円 
債権、貸付金      479,163千円 
(流動)貸倒引当金    △46,500千円 
(固定)貸倒引当金   △432,663千円 
関係会社株式評価損    47,482千円 
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② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 
   関係会社株式の評価については、当該株式等の実質価額が取得原価と比べて 50％程度以

上低下した場合に、株式等の実質価額が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証

拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理を行うこととしています。 

   取得時に超過収益力を反映した価格で取得した関係会社株式については、直近の計算書類

における損益と事業計画の比較等により、超過収益力等の減少の有無を判断しており、超

過収益力等が見込めなくなった場合には、超過収益力等を見込まずに実質価額の著しい低

下がないかを判断することとしております。 

   これらの仮定は現時点の最善の見積りであるものの、将来の不確実な経済状況及び会社の

経営状況によっては、関係会社株式評価損を新たに認識もしくは追加計上する可能性があ

ります。 

関係会社に対する貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、財政状態が著しく悪化した関

係会社に対して個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を貸倒引当金として計上して

おります。 

しかしながら、翌事業年度の関係会社の財政状態により、貸倒引当金については追加引当

又は取崩が必要となる可能性があります。 

 

(2) 解約引当金の評価 

① 当事業年度に係る計算書類に計上した解約引当金の金額 205,595 千円 

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

契約の解約に伴い発生する損失に備え、支払の可能性のある金額を見積計上しておりま

す。翌事業年度に状況の変化が生じた場合、追加引当又は取崩が必要となる可能性があり

ます。 

 

 
3. 貸借対照表関係 
 

関係会社に対する金銭債権債務 
 

科   目 金   額 

 売 掛 金 2,006千円

 短 期 貸 付 金 46,500千円

 長 期 貸 付 金 272,722千円

 長 期 未 収 利 息 373千円

長 期 立 替 金  159,567千円

 未 払 金  3千円
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4. 損益計算書関係 
 
(1) 関係会社との取引高 
 

営 業 取 引 に よ る 取 引 高 

科   目 金   額 

売 上 高 21,890千円

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 36千円

   営 業 取 引 以 外 に よ る 取 引 高 

科   目 金   額 

受 取 利 息 5,653千円

受 取 配 当 金 34,109千円

 
(2) 取締役及び監査役との取引高 

 
該当事項はございません。 
 

5. 株主資本等変動計算書関係 
 

発行済株式の種類および総数 
 

株 式 の 種 類 
当事業年度期首 

発行済株式数 

当 事 業 年 度 

増 加 株 式 数 

当 事 業 年 度 

減 少 株 式 数 

当 事 業 年 度 末 

発行済株式数 

普 通 株 式 46,502,781 - - 46,502,781 

 
6. 税効果会計関係 
 
  繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、株式等評価損、貸倒引当金等であ
ります。 

  なお、有価証券評価差額金を除き、将来減算一時差異と将来加算一時差異の解消見込み額を
相殺した純額の繰延税金資産から同額の評価性引当金を控除しているため、有価証券評価差額
金に係る繰延税金負債のみ貸借対照表に計上しております。 

 

7. 金融商品関係 
 
(1) 金融商品の状況に関する事項 
 
（金融商品に対する取組方針） 

当社は、資金運用は短期的な預金等に限定しております。なお、デリバティブ取引は原則
として行っておりません。 
 

 
（金融商品の内容及びそのリスク） 

当社の資産にあります関係会社貸付金は、貸付先に対する信用リスクに晒されております。 
その他の金融資産は、主として株式や出資などであり、信用リスクや市場価格の変動リス

クにさらされております。また当社の金融負債は、主として取引先や関係会社に対する営業
債務であり、資金調達に係る流動性リスクが存在します。 
 

 
（金融商品に係るリスク管理体制） 

関係会社貸付金に係る信用リスクは、貸付先ごとの期日管理、残高管理を行うとともに、
定期的に主要貸付先の信用状況を確認しております。 
株式や出資に係る価格変動リスクや信用リスクは、定期に時価や発行体の財務状況等を把

握することにより管理しております。なお、流動性リスクは、手元流動資金を月間支出高の
一定期間維持するよう資金繰り計画を作成して管理しております。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 
 
 当事業年度末日における貸借対照表計上額、時価及びその差額は以下のとおりであります。 
 また、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものについては、注記を 
省略しています。 

 

 
貸借対照表 
計上額(千円) 

時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

摘
要 

(1)関係会社株式 535,723 1,842,888 1,307,165 ※１ 

(2)投資有価証券 8,430 8,430 - ※１ 

(3)関係会社短期貸付金 46,500   ※２ 

  貸倒引当金 △46,500   ※３ 

(4)関係会社長期貸付金 272,722  - ※２ 

貸倒引当金 △272,722  - ※３ 

(5)長期未収利息 373  - ※２ 

  貸倒引当金 △373  - ※４ 

(6)長期立替金 159,567  - ※２ 

貸倒引当金 △159,567  - ※４ 

(7)差入保証金 18,594 18,515 △79 ※５ 

資産計 562,747 1,869,834 1,307,086  

(注) 時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

※１ (1)関係会社株式、（2）投資有価証券の時価は、取引所の相場によっております。 

※２ (3) 関係会社短期貸付金、(4)関係会社長期貸付金、(5)長期未収利息、(6)長期立替金は、個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を算定しているため、決算日における貸借対照表価額

から現在の貸倒見積高を控除した金額をもって時価としております。 

※３ 関係会社短期貸付金、関係会社長期貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

※４ 長期未収利息、長期立替金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

※５ (7)差入保証金の時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間

に対応する国債の利回り等で割り引いた現在価値により算定しております。 

   ※６ 市場価格のない株式等は、「関係会社株式」には含めておりません。当該金融商品の貸借対照 

     表計上額は以下の通りです。 

        当事業年度中において、時価のない関係会社株式について、47,482千円減損処理を行っていま

す。 

区   分 貸借対照表価額 

関係会社株式  

 非上場株式  10,000千円 
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8. 関連当事者との取引 
 
(1) 親会社及び法人主要株主等 
 

種類 会社等の名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者と

の関係 

取引の内

容 

取引金額 

（千円） 

(注)１ 

科目 

期末残高

（千円） 

(注)１ 

取引条件 

親会社 
Internet Research 

Institute Ltd 

被所有 

直接 

100.0％ 

役員の兼任 
貸 付 

経費立替 

- 

12,649 

長期未収利息 

長期貸付金 

長期立替金 

373 

93,722 

121,671 

(注)１ 

(注)２ 

親会社 
IRI Acquisition 

Ltd 

被所有 

間接 

100.0％ 

役員の兼任 経費立替  2,562 長期立替金 37,896 
(注)１ 

(注)２ 

(注)１ 取引条件は、双方協議の上、契約等に基づき決定しております。 

(注)２ 長期未収利息、長期貸付金及び長期立替金について、253,663千円の貸倒引当金を計上してお

ります。 

 
 
(2) 子会社および関連会社等 
 

種類 会社等の名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 

(注)１ 

科目 

期末残高

（千円） 

(注)１ 

取引条件 

子会社 ㈱ナノスタイル 
所有 

直接 

100.0％ 

 

役員の兼任 

 

利息の受取 300 

 

短期貸付金 

長期貸付金 

 

12,000 

3,000 

(注)１ 

(注)２ 

(注)３ 

関連会社 ㈱ECBOスクエア 

所有 

直接 

31.6％ 

業務受託 

 

売  上 

 

利息の受取 

12,000 

 

5,353 

売掛金 

短期貸付金 

長期貸付金 

 

1,100 

34,500 

176,000 

 

 

(注)１ 

(注)２ 

(注)３ 

 

関連会社 
㈱ブロードバン

ドタワー 

所有 

直接 

16.2％ 

業務受託  

役員の兼任 

売  上 

ｸﾗｳﾄﾞ利用料 

9,890 

36 

売掛金 

 

906 

 

(注)１ 

 

(注)１ 取引条件は、双方協議の上、契約等に基づき決定しております。 

(注)２ 短期貸付金について、46,500千円の貸倒引当金を計上しております。 

(注)３ 長期貸付金について、179,000千円の貸倒引当金を計上しております。 
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9. １株当たり情報関係  
 
(1) １株当たり純資産額 7円37銭
 

１株当たり純資産額の算定基礎は以下のとおりであります。 
 

貸借対照表の純資産の部の合計額 342,528千円

期 末 発 行 済 株 式 の 数 46,502,781.00株
 
(2) １株当たり当期純損失 2円32銭
 

１株当たり当期純損失の算定基礎は以下のとおりであります。 
 

損益計算書上の当期純損失 108,103千円

期 中 平 均 株 式 数 46,502,781.00株

  

10. 収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に 

記載のとおりであります。 

 

11. 資産除去債務関係 
 

資産除去債務のうち、貸借対照表に計上しているもの 
 
(1) 当該資産除去債務の概要 
 

本社ビルのオフィスの賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 
 

 
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 
 

主な使用見込期間を賃貸借契約開始から8年と見積り、一部解約時から残存年数を4年5ヶ月
とし割引率は0％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 
 

 
(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 
 

期首残高 9,250 千円 

賃貸借契約再締結に伴う増加額 -千円 

時の経過による調整額 -千円 

資産除去債務の履行による減少額 -千円 

期末残高 9,250 千円 

 


